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巻き網による漁獲が急激に増加しているが、これ
は蓄養場の急発展にともなう種苗マグロの需要増
大が一因と考えられる。2009年、ICCAT科学
委員会は、西大西洋系群と東大西洋系群の大
西洋クロマグロの資源量は本格的に漁業が産業
化される以前の初期資源よりも約15%未満まで衰
退した確率は90%を超えると報告した。さらに、
過去10年間、ICCATで決められた漁獲枠よりも
年間60％も上回る漁獲があったと指摘した
（ICCAT SCRS、2009）。このような過剰漁獲や
IUU（違法、無報告、無規制）漁業の存在が、
大西洋クロマグロの資源量に深刻な影響を与え、
その回復を妨げている。その結果、CITES 
CoP15で、ICCATの漁業管理機関としての機
能不全を問われ、大西洋クロマグロの国際的な
商取引を禁止することが提案された。
　ICCATは、IUU漁業対策として、2008年6
月から大西洋クロマグロ漁獲証明制度を導入し、
輸出国に漁船や生産、取引などの状況を確認し
た証明書の発行と添付を義務付けた。しかし、
巻き網漁船から直接いけすに活けこまれ、正確な
尾数の把握などの漁獲や蓄養場への搬入、規
制遵守の状況を確認することが困難なため、施
行の難しさが指摘されている。CITES CoP15が
開催される直前の2010年2月末、日本政府は、

　2010年3月に、カター
ルのドーハで開催され
た第15回ワシントン条
約締約国会議（以下、
CITES CoP15）で は、
モナコ公国より、大西
洋クロマグロThunnus 
thynnusの商 業的国

際取引を禁止する附属書Ⅰ掲載が提案された。
大西洋クロマグロを管理する大西洋まぐろ類保存
国際委員会（ICCAT）加盟国を含むEU27ヵ
国や米国などが支持を表明したが、日本やリビア
をはじめとする一部の漁業国は、水産資源はワシ
ントン条約ではなく地域漁業管理機関（RFMO）
などの専門機関によって管理されるべきと主張し
た。商業利用される水生生物種に関するワシント
ン条約附属書掲載提案の評価を行う国際連合食
糧農業機関（FAO）の諮問委員の多くは、附
属書Ⅰ掲載基準を満たしていると評価した。しかし、
採択の結果、改正提案は否決された。なぜ、大
西洋クロマグロがワシントン条約で議論されたのか、
問題の背景について改めて整理することは重要
である。
　2009年の家計調査によると、鮮魚のひとり当た
りの1ヵ月平均購入金額はマグロが4,631円ともっ
とも多く、続いてサケ、エビであった（総務省、
2010）。このように、私たち日本人の暮らしに馴
染み深いマグロだが、一口にマグロといっても様々
な種類があり、その生息地も管理する機関も異なる。

トロなどの脂身の多いクロマグロ（太平洋クロマグロ
Thunnus thynnus orientalisおよび大西洋クロマ
グロ）やミナミマグロThunnus maccoyii、メバチ
Thunnus obesus、一般的に刺身の赤身や缶詰原
料として消費されるキハダThunnus albacaresやビ
ンナガThunnus alalungaなどがある（中野、
2010）。2008年の日本のカツオを除くマグロ類の
総供給量（日本の漁獲量と輸入量）は約41万tで、
これは2007年に世界で漁獲されたマグロ類の約
24%を占める（農林水産省、2010；FAO、2010a）。
このなかで、今回の議論にあがった大西洋クロマ
グロは漁獲全体の約3.5%に過ぎない（FAO、
2010b；FAO、2010c）。それにも関わらず、な
ぜ国際条約の場で議論され、これほどまでの注目
を集めたのだろうか。
　一昔前まで、庶民にとって高嶺の花だったクロ
マグロ。しかし、1990年代後半以降、特に地中
海沿岸での蓄養業が急速に発展し、蓄養クロマ
グロは割安に日本へ輸入され、回転寿司やスー
パーでも手軽な価格で販売されるようになった。
　蓄養とは、若いクロマグロの群れを巻き網漁業
でとらえ、栄養価の高い餌を与えて、数ヶ月から
数年かけていけすで育てる養殖方法である。そ
の結果、脂の乗ったトロの部分が多い日本人好
みのマグロに育つ。日本企業は積極的に資本を
投下し、地中海沿岸国における蓄養ビジネスの
開発に関わってきた（小野、2008）。
　図１は、蓄養大西洋クロマグロの日本への輸
入量の推移を示している。図より、蓄養大西洋ク

ロマグロの日本への輸入量は年々増加しているこ
とが指摘できる。特に、1998年には5.7千 tだっ
た輸入量は、2006年には約4倍の22.6千 tに急
増している。2008年には16.7千 tが輸入されたが、
これはクロマグロの輸入量や日本の漁獲量を合わ
せた供給量全体の約38.8％を占める（水産庁、
2010）。
　このような蓄養の発展と生産量の増加は、クロ
マグロの資源量に深刻な影響を与えてきた。天
然種苗となるマグロは、産卵のため集まってきたと
ころを巻き網漁業によって文字通り「一網打尽」
に群れごと漁獲される。
　ICCATの統計によると、1990年代半ばから

2009年11月から2010年2月までの間、認証日な
ど漁獲証明書の不備や再確認を理由に蓄養クロ
マグロ2300 tの輸入を差し止めたと公表した。
漁獲証明制度が適切に施行されず国内市場に
流通した場合、2010年現在、クロマグロの生産
から小売までたどることのできる仕組みがないため、
消費者はIUU漁業由来の可能性があるかどうか
を確認することができない。
　農林物資の規格化及び品質表示の適正化に
関する法律（JAS法）では、製造業者又は販売
業者等に、水産物の名称や原産地、養殖などの
表示を義務付ける品質表示基準を定めている。
しかしながら、この表示からだけでは種苗となるク
ロマグロがどの国の漁船によって漁獲されたのか、
蓄養生産の初期段階までたどることはできない。
　世界の中でも主要なマグロ消費国であり、輸入
国である日本は漁獲証明制度にもとづいた輸入
手続きを強化し、IUU漁業由来の可能性がある
ものは日本へ輸入させないという態度を示すことが
重要である。

　これまでトラフィックは、ICCATをはじめとする
まぐろ類の地域漁業管理機関に対して、科学委
員会の勧告にもとづいた漁獲枠の設定と資源回
復計画を立てること、漁船の国際的な登録制度
の導入、漁獲努力量の削減、漁業者による迅速
な漁獲報告などデータ収集の向上を求めてきた。
2010年のICCAT年次会合(第17回特別会合)
は、11月にパリで開催される。CITES CoP15
で日本政府をはじめとする漁業国が国際社会に
対して約束したように、ICCATは管理機能を回
復することができるのか。トラフィックは、今後も
大西洋クロマグロの保全と漁業管理措置につい
て監視を続けていく。そして、1992年に京都で
開催された第8回ワシントン条約締約国会議で大
西洋クロマグロの附属書掲載が試みられて以来
の、ICCATによる同じような向上のなさをみるこ
とがないよう期待する。この附属書掲載提案は、
ICCAT加盟国による適切な管理を確保するとい
う約束によって取り下げられたのだった。

大西洋クロマグロとワシントン条約
高橋 そよ（水産プログラムオフィサー）
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出典：水産庁資料（2010年）をもとにトラフィックが作成

1 蓄養大西洋クロマグロの日本への輸入量
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料として消費されるキハダThunnus albacaresやビ
ンナガThunnus alalungaなどがある（中野、
2010）。2008年の日本のカツオを除くマグロ類の
総供給量（日本の漁獲量と輸入量）は約41万tで、
これは2007年に世界で漁獲されたマグロ類の約
24%を占める（農林水産省、2010；FAO、2010a）。
このなかで、今回の議論にあがった大西洋クロマ
グロは漁獲全体の約3.5%に過ぎない（FAO、
2010b；FAO、2010c）。それにも関わらず、な
ぜ国際条約の場で議論され、これほどまでの注目
を集めたのだろうか。
　一昔前まで、庶民にとって高嶺の花だったクロ
マグロ。しかし、1990年代後半以降、特に地中
海沿岸での蓄養業が急速に発展し、蓄養クロマ
グロは割安に日本へ輸入され、回転寿司やスー
パーでも手軽な価格で販売されるようになった。
　蓄養とは、若いクロマグロの群れを巻き網漁業
でとらえ、栄養価の高い餌を与えて、数ヶ月から
数年かけていけすで育てる養殖方法である。そ
の結果、脂の乗ったトロの部分が多い日本人好
みのマグロに育つ。日本企業は積極的に資本を
投下し、地中海沿岸国における蓄養ビジネスの
開発に関わってきた（小野、2008）。
　図１は、蓄養大西洋クロマグロの日本への輸
入量の推移を示している。図より、蓄養大西洋ク

ロマグロの日本への輸入量は年々増加しているこ
とが指摘できる。特に、1998年には5.7千 tだっ
た輸入量は、2006年には約4倍の22.6千 tに急
増している。2008年には16.7千 tが輸入されたが、
これはクロマグロの輸入量や日本の漁獲量を合わ
せた供給量全体の約38.8％を占める（水産庁、
2010）。
　このような蓄養の発展と生産量の増加は、クロ
マグロの資源量に深刻な影響を与えてきた。天
然種苗となるマグロは、産卵のため集まってきたと
ころを巻き網漁業によって文字通り「一網打尽」
に群れごと漁獲される。
　ICCATの統計によると、1990年代半ばから

2009年11月から2010年2月までの間、認証日な
ど漁獲証明書の不備や再確認を理由に蓄養クロ
マグロ2300 tの輸入を差し止めたと公表した。
漁獲証明制度が適切に施行されず国内市場に
流通した場合、2010年現在、クロマグロの生産
から小売までたどることのできる仕組みがないため、
消費者はIUU漁業由来の可能性があるかどうか
を確認することができない。
　農林物資の規格化及び品質表示の適正化に
関する法律（JAS法）では、製造業者又は販売
業者等に、水産物の名称や原産地、養殖などの
表示を義務付ける品質表示基準を定めている。
しかしながら、この表示からだけでは種苗となるク
ロマグロがどの国の漁船によって漁獲されたのか、
蓄養生産の初期段階までたどることはできない。
　世界の中でも主要なマグロ消費国であり、輸入
国である日本は漁獲証明制度にもとづいた輸入
手続きを強化し、IUU漁業由来の可能性がある
ものは日本へ輸入させないという態度を示すことが
重要である。

　これまでトラフィックは、ICCATをはじめとする
まぐろ類の地域漁業管理機関に対して、科学委
員会の勧告にもとづいた漁獲枠の設定と資源回
復計画を立てること、漁船の国際的な登録制度
の導入、漁獲努力量の削減、漁業者による迅速
な漁獲報告などデータ収集の向上を求めてきた。
2010年のICCAT年次会合(第17回特別会合)
は、11月にパリで開催される。CITES CoP15
で日本政府をはじめとする漁業国が国際社会に
対して約束したように、ICCATは管理機能を回
復することができるのか。トラフィックは、今後も
大西洋クロマグロの保全と漁業管理措置につい
て監視を続けていく。そして、1992年に京都で
開催された第8回ワシントン条約締約国会議で大
西洋クロマグロの附属書掲載が試みられて以来
の、ICCATによる同じような向上のなさをみるこ
とがないよう期待する。この附属書掲載提案は、
ICCAT加盟国による適切な管理を確保するとい
う約束によって取り下げられたのだった。 約など国際機関の場でサメ類の保全と管理が議論

されてきた。
　2009年、トラフィックはサメ類の主要な漁業国
の特定と管理措置に関する調査を行った（Lack 
and Sant, 2009）。表１ は、FAOの漁獲統計を
もとに、2000年から2007年の主要なサメ漁業
国における平均漁獲量を示している1。もっとも漁
獲量が多いのはインドネシアで、インド、スペイン、
台湾が続く。日本は、第9位の漁業国であった。
FAOの統計には、サメ100種とさらに30の総称
的なグループとして漁獲量が記録されている。調
査の結果、日本を含む主要な漁業国の多くが、
総称的なグループとして漁獲報告をしており、漁獲
後に投棄されたサメが含まれずに保持された重量
のみが報告されていることを明らかにした。漁業が
どのようにサメ資源に影響を与えているのかを分析
するために、このような状況を改善することは重要
である。
　日本は、古くからサメを生物資源として利用して
きた。17世紀末、俵物三品として乾燥ナマコ、
干アワビ、フカヒレが対中国貿易の主要な輸出品
であった。明治時代(1867-1912)にはサメ漁業

　第15回ワシントン条約締約国会議では、大西
洋クロマグロの附属書 I掲載だけではなく、商業的
に利用されるアブラツノザメSqualus acanthiasや
ニシネズミザメLamna nasus、アカシュモクザメ
Sphyrna lewini、ヨゴレCarcharhinus longima-
nusなどのサメ類8種の附属書 II掲載が提案された。
これらのサメ類の肉やヒレは、フィッシュ・アンド・チッ
プスやフカヒレの原材料など食料として利用されて
いる。商業利用される水生生物種に関するワシン
トン条約附属書掲載提案の評価を行う国際連合
食糧農業機関（FAO）の諮問委員会は、アブラ
ツノザメ以外の種に対して、資源量の減少がワシ
ントン条約附属書掲載基準を満たしていると評価し
たにもかかわらず、すべての提案は否決された。
　サメ類は成長や性的成熟が遅く、過剰漁獲に
脆弱な種だといわれている。さらに、サメ類の多く
の種が、食物連鎖の最上位に位置する捕食者で
あり、海洋生態系において重要な役割を果たして
いる。サメ類への漁獲圧は、マグロ漁業における
混獲やフカヒレを目的とした過剰漁獲に起因する。
さらに、サメの漁獲や取引の情報不足が大きな問
題となり、これまで国連総会やFAO、ワシントン条

は富国策とされ、肉や骨、肝油、ヒレが利用され
てきた（トラフィック イーストアジア ジャパン、
1998）。このように、日本人とつながりの深い生
物資源だが、現在の日本の貿易統計にはフカヒレ
に対して輸出統計はあるが、輸入統計はない。こ
のため、輸入量や日本の消費量の世界的な位置
づけを明らかにすることはできない。表2は、乾燥
したフカヒレの輸出量の推移を示している。日本か
ら香港への輸出量はもっとも多く、2000年から
2009年の間の総輸出量に対して約82％を占め
ていた。日本から輸出されるフカヒレの重要な輸出
先として、シンガポール、中国、南アフリカ、イン
ドネシア、ベトナムが香港に続く。南アフリカは、
2009年には前年の約4倍もの輸出があった。そ
して、輸出量は多くないが、スペインや台湾、グ
アム（米）も主要な輸出相手国であるといるだろう。
日本からのフカヒレは、アジアにとどまらず、世界
中の市場に輸出されていることが指摘できる。
　トラフィックは、1990年代中頃よりIUU（違法、
無報告、無規制）漁業の削減と資源評価に必要
な情報を収集するため、種の識別が可能となるよ
うヒレがついた状態での水揚げやサメ漁業と国際

取引をモニタリングする管理措置の導入をFAOや
CITES、地域漁業管理機関に求めてきた。第
15回ワシントン条約締約国会議から3ヵ月後の
2010年6月、バルセロナ（スペイン）で開催さ
れたまぐろ類地域漁業管理機関の監視取締措置
合同作業部会で、日本政府は、まぐろ類地域漁
業管理機関の保存管理措置を遵守しない漁獲物
の市場流通を防止するため、マグロ類だけではなく、
サメ類の漁獲証明制度（CDS）を実施すべきと
いう提案をおこなった。2010年秋以降に開催が
予定されている地域漁業管理機関の会合で、これ
らの提案が実現に向けて議論される。日本政府を
はじめとする地域漁業管理機関の加盟国は、サメ
の資源管理と保全を漁業国の問題だけではなく、
海洋生態系にとって早急に取り組むべき課題とし
て認識すべきである。そして、IUU漁業によって漁
獲されたサメ製品を市場から排除するため、漁獲
から流通、消費者まで遡及できるトレーサビリティ
の仕組みを確保することが必要である。
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巻き網による漁獲が急激に増加しているが、これ
は蓄養場の急発展にともなう種苗マグロの需要増
大が一因と考えられる。2009年、ICCAT科学
委員会は、西大西洋系群と東大西洋系群の大
西洋クロマグロの資源量は本格的に漁業が産業
化される以前の初期資源よりも約15%未満まで衰
退した確率は90%を超えると報告した。さらに、
過去10年間、ICCATで決められた漁獲枠よりも
年間60％も上回る漁獲があったと指摘した
（ICCAT SCRS、2009）。このような過剰漁獲や
IUU（違法、無報告、無規制）漁業の存在が、
大西洋クロマグロの資源量に深刻な影響を与え、
その回復を妨げている。その結果、CITES 
CoP15で、ICCATの漁業管理機関としての機
能不全を問われ、大西洋クロマグロの国際的な
商取引を禁止することが提案された。
　ICCATは、IUU漁業対策として、2008年6
月から大西洋クロマグロ漁獲証明制度を導入し、
輸出国に漁船や生産、取引などの状況を確認し
た証明書の発行と添付を義務付けた。しかし、
巻き網漁船から直接いけすに活けこまれ、正確な
尾数の把握などの漁獲や蓄養場への搬入、規
制遵守の状況を確認することが困難なため、施
行の難しさが指摘されている。CITES CoP15が
開催される直前の2010年2月末、日本政府は、

　2010年3月に、カター
ルのドーハで開催され
た第15回ワシントン条
約締約国会議（以下、
CITES CoP15）で は、
モナコ公国より、大西
洋クロマグロThunnus 
thynnusの商 業的国

際取引を禁止する附属書Ⅰ掲載が提案された。
大西洋クロマグロを管理する大西洋まぐろ類保存
国際委員会（ICCAT）加盟国を含むEU27ヵ
国や米国などが支持を表明したが、日本やリビア
をはじめとする一部の漁業国は、水産資源はワシ
ントン条約ではなく地域漁業管理機関（RFMO）
などの専門機関によって管理されるべきと主張し
た。商業利用される水生生物種に関するワシント
ン条約附属書掲載提案の評価を行う国際連合食
糧農業機関（FAO）の諮問委員の多くは、附
属書Ⅰ掲載基準を満たしていると評価した。しかし、
採択の結果、改正提案は否決された。なぜ、大
西洋クロマグロがワシントン条約で議論されたのか、
問題の背景について改めて整理することは重要
である。
　2009年の家計調査によると、鮮魚のひとり当た
りの1ヵ月平均購入金額はマグロが4,631円ともっ
とも多く、続いてサケ、エビであった（総務省、
2010）。このように、私たち日本人の暮らしに馴
染み深いマグロだが、一口にマグロといっても様々
な種類があり、その生息地も管理する機関も異なる。

トロなどの脂身の多いクロマグロ（太平洋クロマグロ
Thunnus thynnus orientalisおよび大西洋クロマ
グロ）やミナミマグロThunnus maccoyii、メバチ
Thunnus obesus、一般的に刺身の赤身や缶詰原
料として消費されるキハダThunnus albacaresやビ
ンナガThunnus alalungaなどがある（中野、
2010）。2008年の日本のカツオを除くマグロ類の
総供給量（日本の漁獲量と輸入量）は約41万tで、
これは2007年に世界で漁獲されたマグロ類の約
24%を占める（農林水産省、2010；FAO、2010a）。
このなかで、今回の議論にあがった大西洋クロマ
グロは漁獲全体の約3.5%に過ぎない（FAO、
2010b；FAO、2010c）。それにも関わらず、な
ぜ国際条約の場で議論され、これほどまでの注目
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　一昔前まで、庶民にとって高嶺の花だったクロ
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でとらえ、栄養価の高い餌を与えて、数ヶ月から
数年かけていけすで育てる養殖方法である。そ
の結果、脂の乗ったトロの部分が多い日本人好
みのマグロに育つ。日本企業は積極的に資本を
投下し、地中海沿岸国における蓄養ビジネスの
開発に関わってきた（小野、2008）。
　図１は、蓄養大西洋クロマグロの日本への輸
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増している。2008年には16.7千 tが輸入されたが、
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2010）。
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然種苗となるマグロは、産卵のため集まってきたと
ころを巻き網漁業によって文字通り「一網打尽」
に群れごと漁獲される。
　ICCATの統計によると、1990年代半ばから

2009年11月から2010年2月までの間、認証日な
ど漁獲証明書の不備や再確認を理由に蓄養クロ
マグロ2300 tの輸入を差し止めたと公表した。
漁獲証明制度が適切に施行されず国内市場に
流通した場合、2010年現在、クロマグロの生産
から小売までたどることのできる仕組みがないため、
消費者はIUU漁業由来の可能性があるかどうか
を確認することができない。
　農林物資の規格化及び品質表示の適正化に
関する法律（JAS法）では、製造業者又は販売
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　2009年、トラフィックはサメ類の主要な漁業国
の特定と管理措置に関する調査を行った（Lack 
and Sant, 2009）。表１ は、FAOの漁獲統計を
もとに、2000年から2007年の主要なサメ漁業
国における平均漁獲量を示している1。もっとも漁
獲量が多いのはインドネシアで、インド、スペイン、
台湾が続く。日本は、第9位の漁業国であった。
FAOの統計には、サメ100種とさらに30の総称
的なグループとして漁獲量が記録されている。調
査の結果、日本を含む主要な漁業国の多くが、
総称的なグループとして漁獲報告をしており、漁獲
後に投棄されたサメが含まれずに保持された重量
のみが報告されていることを明らかにした。漁業が
どのようにサメ資源に影響を与えているのかを分析
するために、このような状況を改善することは重要
である。
　日本は、古くからサメを生物資源として利用して
きた。17世紀末、俵物三品として乾燥ナマコ、
干アワビ、フカヒレが対中国貿易の主要な輸出品
であった。明治時代(1867-1912)にはサメ漁業

　第15回ワシントン条約締約国会議では、大西
洋クロマグロの附属書 I掲載だけではなく、商業的
に利用されるアブラツノザメSqualus acanthiasや
ニシネズミザメLamna nasus、アカシュモクザメ
Sphyrna lewini、ヨゴレCarcharhinus longima-
nusなどのサメ類8種の附属書 II掲載が提案された。
これらのサメ類の肉やヒレは、フィッシュ・アンド・チッ
プスやフカヒレの原材料など食料として利用されて
いる。商業利用される水生生物種に関するワシン
トン条約附属書掲載提案の評価を行う国際連合
食糧農業機関（FAO）の諮問委員会は、アブラ
ツノザメ以外の種に対して、資源量の減少がワシ
ントン条約附属書掲載基準を満たしていると評価し
たにもかかわらず、すべての提案は否決された。
　サメ類は成長や性的成熟が遅く、過剰漁獲に
脆弱な種だといわれている。さらに、サメ類の多く
の種が、食物連鎖の最上位に位置する捕食者で
あり、海洋生態系において重要な役割を果たして
いる。サメ類への漁獲圧は、マグロ漁業における
混獲やフカヒレを目的とした過剰漁獲に起因する。
さらに、サメの漁獲や取引の情報不足が大きな問
題となり、これまで国連総会やFAO、ワシントン条

は富国策とされ、肉や骨、肝油、ヒレが利用され
てきた（トラフィック イーストアジア ジャパン、
1998）。このように、日本人とつながりの深い生
物資源だが、現在の日本の貿易統計にはフカヒレ
に対して輸出統計はあるが、輸入統計はない。こ
のため、輸入量や日本の消費量の世界的な位置
づけを明らかにすることはできない。表2は、乾燥
したフカヒレの輸出量の推移を示している。日本か
ら香港への輸出量はもっとも多く、2000年から
2009年の間の総輸出量に対して約82％を占め
ていた。日本から輸出されるフカヒレの重要な輸出
先として、シンガポール、中国、南アフリカ、イン
ドネシア、ベトナムが香港に続く。南アフリカは、
2009年には前年の約4倍もの輸出があった。そ
して、輸出量は多くないが、スペインや台湾、グ
アム（米）も主要な輸出相手国であるといるだろう。
日本からのフカヒレは、アジアにとどまらず、世界
中の市場に輸出されていることが指摘できる。
　トラフィックは、1990年代中頃よりIUU（違法、
無報告、無規制）漁業の削減と資源評価に必要
な情報を収集するため、種の識別が可能となるよ
うヒレがついた状態での水揚げやサメ漁業と国際

取引をモニタリングする管理措置の導入をFAOや
CITES、地域漁業管理機関に求めてきた。第
15回ワシントン条約締約国会議から3ヵ月後の
2010年6月、バルセロナ（スペイン）で開催さ
れたまぐろ類地域漁業管理機関の監視取締措置
合同作業部会で、日本政府は、まぐろ類地域漁
業管理機関の保存管理措置を遵守しない漁獲物
の市場流通を防止するため、マグロ類だけではなく、
サメ類の漁獲証明制度（CDS）を実施すべきと
いう提案をおこなった。2010年秋以降に開催が
予定されている地域漁業管理機関の会合で、これ
らの提案が実現に向けて議論される。日本政府を
はじめとする地域漁業管理機関の加盟国は、サメ
の資源管理と保全を漁業国の問題だけではなく、
海洋生態系にとって早急に取り組むべき課題とし
て認識すべきである。そして、IUU漁業によって漁
獲されたサメ製品を市場から排除するため、漁獲
から流通、消費者まで遡及できるトレーサビリティ
の仕組みを確保することが必要である。

1 漁業国の特定と調査方法については、2009年発行のトラフィックレポート「Trends in 
Global Shark Catch and Recent Developments in Management（サメ類の国際的な漁
獲動向と管理措置をめぐる最近の進展）」を参照のこと。
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主要なサメ漁業国／領域の平均漁獲量 2000‒2007（t）表1

日本の乾燥したフカヒレの輸出量（2000‒2009）（ｋg）表2

出典:FAO Fishstat Capture Production Datebase （2000-2007）をもとに、トラフィックが集計した。 （Lack and Sant, 2009）

出典:財務省　貿易統計（2000－2009）
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